
 

 

 

令和 7 年度兵庫県国民健康保険団体連合会事業報告について 

  

第１ 令和 7 年度事業実施について 

 

社会保険制度を取り巻く環境は、少子・高齢化や人口減少の進行等により、年々厳し

さを増してきております。とりわけ国民健康保険については、団塊の世代が全て後期高

齢者となり、被用者保険の適用拡大も相まって、全国の市町村国保の被保険者数はこの

10 年で約１千万人減少し、小規模保険者も３割を超えるなど、保険財政等への影響が

懸念されています。 

一方、介護保険においては、高齢化の進展に伴い、介護給付費の増加が今後も見込ま

れており、給付の適正化をはじめとした介護保険制度の持続可能性の確保も課題とな

っています。 

国においては、マイナ保険証をはじめとする医療 DX が推進されており、予防接種関

係事業や母子保健関係事業など順次デジタル化が進められており、介護分野でも介護

情報基盤の活用方法についても検討されているところです。 

また、本会の基幹業務である診療報酬審査支払業務に係る動きについては、令和２年

７月に閣議決定された「規制改革実施計画」に従い、令和３年３月に厚生労働省、国民

健康保険中央会、社会保険診療報酬支払基金が策定した「審査支払機能に関する改革工

程表」に基づき審査基準の統一やコンピュータチェックの精度向上、審査支払システム

の共同開発・共同利用への取組が進められています。 

このような中、令和７年度の本会事業運営に当たっては、保険者の共同体として、ま

た、審査支払機関として、社会的使命を果たすことを目的に、「保険者に満足され信頼

される連合会をめざして」の基本理念に基づき、第７次中期経営計画（令和７年度～令

和 11 年度）のもと、適正かつ確実な審査支払業務や保険者支援に資する共同事業を行

うことはもとより、あはき療養費の支払事務や市町村事務処理標準システムの共同運

用の新規事業を開始しました。 

また、各種電算処理システムの安定的な運用に努めるとともに、中期的な財政を見通

した計画的かつ健全な財政運営の推進、業務上の高い専門知識を有した職員の育成な

どに取り組みました。 

 

  



 

 

第２ 事務事業推進の重点事項 

令和 7年度の事務事業については、次の事項を重点に推進した。 

 

１ 審査支払業務の充実・強化 

査定率の向上を目標に、審査の質の向上と効果的な審査事務共助に取り組むなど、審

査業務の充実・強化を図るとともに、円滑な支払業務に努めた。 

 

○ 診療報酬等審査支払業務及び療養費等審査支払業務の充実・強化 

審査委員による審査担当職員研修等を実施し、審査担当職員の審査業務能力の向

上を図ることにより、専門的かつ効果的な審査事務共助に取り組むとともに、一次審

査の請求内容及び保険者再審査容認項目の分析によるコンピュータチェックの設定

を行い、目視点検と組み合わせた審査事務共助に努めた。 

また、国保中央会が公開しているチェックルールを設定することにより、審査精度

の向上及び審査基準の統一化に努めた。 

資格喪失後受診等のレセプトを、本会の一次審査時点で発見・返戻することにより、

給付の適正化を図るとともに保険者の過誤処理事務の負担軽減に努めた。 

療養費等審査支払業務については、柔道整復施術療養費審査会等の円滑な運営を

行うとともに、柔道整復施術機関及びあはき施術機関に対して迅速で確実な支払を

行った。 

 

○ 介護給付費等審査支払業務の充実・強化 

県及び保険者と事業所台帳等の授受など連携を密にし、介護給付費等の適正かつ

効率的な審査を実施するとともに、事業所に対して正確・確実な支払を行った。 

また、事業所等の現場におけるより一層の生産性向上に資するため、関係機関と連

携しケアプランデータ連携システムの普及促進等を行った。 

 

○ 障害者総合支援法関係業務等の充実・強化 

県及び市町と連携し、障害介護給付費等の適正かつ効率的な審査を実施するとと

もに、事業所に対して正確・確実な支払を行った。 

 

２ 保険者支援事業の充実・強化 

保険者ニーズを把握し、保険者事務の効率化や負担軽減に向けた各種支援事業の充

実・強化に努めた。 

 



 

 

○ 共同事業等の積極的な推進 

保険者ニーズを的確に把握することを基本に、国保保険者事務共同電算処理業務、

オンライン資格確認の保険者支援業務、第三者行為損害賠償求償事務、介護給付適正

化支援業務、介護サービス苦情処理業務等を積極的に拡充・推進した。 

また、本会がガバメントクラウド運用管理補助者となり、市町村事務処理標準シス

テムの共同運用を開始した。 

 

○ 保健事業等の積極的な展開 

「糖尿病性腎症重症化予防」等、保険者努力支援制度の評価指標を踏まえ、各保険

者の保健事業実施上の課題等を把握し、専門家（保健事業支援・評価委員会）との連

携により、各保険者に合わせた助言や支援を行った。 

また、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の支援や KDBシステム及び KDB補

完システムの具体的な活用方法に関する説明会を実施するなど、保険者ニーズを踏

まえ、保険者の保健事業の円滑な実施の支援に努めた。 

 

３ 効率的な運営体制の確立 

健全な財政運営を推進するとともに、組織に必要な人材を育成するなど、効率的な運

営に努めた。 

 

○ 各種電算処理システムの円滑稼働 

「審査支払機能に関する改革工程表」に基づき、支払基金との審査領域の共同利用

に向け、国保総合システム更改の準備を計画的に行うとともに、その他国保中央会開

発システムの安定稼働、計画的な更改に努めた。 

 

○ 持続可能な組織運営体制 

中期的な財政見通しを基に、各種手数料等の見直しを行う等、健全な財政運営を推

進した。 

また、審査支払業務改革等、本会が直面する諸課題に的確に対応しつつ、引き続き、

良質な保険者サービスを確保した中で、常に事務事業の在り方を見直し、効率的かつ

効果的に取り組む姿勢と業務上の高い専門性をもった職員の育成に努めた。 

 


